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主 論 文 題 名：

小児保健医療における医療経済評価：我が国の現状と課題、分析例

（内容の要旨）

【本論文の背景と目的】

医療経済評価は「費用とアウトカムの両方から代替となる行為を比較分析すること」

と定義され、新たな保健医療政策や介入を既存のものと比較し、どれほどの追加的なア

ウトカムが、どれほどの追加的費用で得られるのかというエビデンスを提供することを

目的として行われる。諸外国では医療資源の適正配分のため、医薬品や医療技術の公的

医療償還の可否や価格設定などに使用されており、日本では 2019 年から医薬品等の価

格調整に用いられている。国内の保健医療財政はますます厳しいものとなっており、医

療経済評価は今後さらに様々な保健医療政策の立案、評価に活用されていくと考えられ

る。

しかし小児領域においては、小児のみを対象とした品目が医薬品等の価格調整のため

の医療経済評価の対象から原則的に除外されていることもあり、医療経済評価の必要性

の認知が高いとは言えない。小児を対象とした保健医療介入の影響は医療にとどまらず、

教育や福祉など幅広い分野に及び、また将来にわたって長く続く。したがって、価値の

乏しい介入に限られた資源を投入することの機会損失は小児領域においては特に甚大で

あると言えよう。我が国の持続可能な保健医療制度と、未来を担うこどもたちの健全な

育成のために、小児領域においても医療経済評価というエビデンスをもって価値のある

医療や公衆衛生政策を推進していく必要がある。

本論文の目的は、以下のとおりである。(1) 日本における小児領域の医療経済評価の

実施の現状をスコーピングレビューにより概観し、問題点を明らかにする。(2) 小児特

有の課題として quality of life（QOL）値測定法に関する問題を取り上げ、文献のレビ

ューを通じて現状の整理を行う。(3) 長年にわたり医療経済評価が必要とされてきた我

が国の学校腎臓病検診を評価対象として取り上げ、その費用対効果を論ずる。

【研究の構成と概要】

第 1 章では医療経済評価の研究手法について概説し、小児におけるその特殊性や問題

について述べた。

第 2 章では我が国の小児領域における医療経済評価についてスコーピングレビューを
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実施して概要をまとめ、今後の実施、活用における課題を明らかにすることを試みた。

これまでの報告数は 56 編と多くはなく、半数以上がワクチンを評価対象としていると

いう偏りが明らかになった。世界的な傾向と同様アウトカムを quality-adjusted life 
year（QALY）とする費用効用分析が増加しつつあったが、日本人小児の QOL 値を実

際に測定した研究はなかった。医療経済評価の目的が適正な公的資源配分のためのエビ

デンスを供することであること考えると、そのアウトカムは自国民の選好を反映したも

のであることが強く望まれる。我が国の小児領域の医療経済評価の分析結果が日本国民

の選好を反映したものとなっていないことは大きな課題であると考えられた。 
第 3 章では小児の QOL 値測定に関する議論について文献をもとに概説した。前半で

は医療経済評価で用いられる QOL 値の測定法について一般的な事柄をまとめ、後半に

小児の QOL 値測定に関する特有の問題とそれに関する議論についてのレビューを行っ

た。さらに、世界で使用されている小児用 QOL 質問票の特徴をまとめ、特に最近日本

で使用が可能となった EQ-5D-Y についてその詳細と注意点を述べた。EQ-5D-Y の日本

語版の登場により、今後は日本人小児の QOL 値の測定が行われる機会が増えると期待

される。小児の QOL 値の測定と解釈にあたっては、その課題や限界を十分に理解して

おく必要があると考えられた。 
第 4 章では学校腎臓病検診を評価対象として取り上げ、実際に費用効用分析を実施し

た。学校腎臓病検診は腎疾患の早期発見と治療を主な目的に日本では 50 年にわたって

行われてきたが、これまで費用対効果についての検討は行われたことがなかった。一方

で類似の検診を実施していない諸外国では費用対効果について懐疑的な意見が多く、そ

の医療経済評価が待たれていた。本研究では、学校腎臓病検診で発見される疾患のなか

でも小児期発症 IgA 腎症の早期発見による治療効果に注目してモデルを作成、費用対効

果を評価した。基本分析では ICER は 4,186,642 円/QALY となり、閾値を下回った。シ

ナリオ分析では、検診回数の減少により IgA 腎症による末期腎不全患者が増加する一方

で費用対効果は改善し、検診開始年齢を高校 1 年以上とした場合費用削減となった。一

次元感度分析では、検診費用、IgA 腎症の患者が検診以外で発見される確率、IgA 腎症

の年間発症率が影響の強い変数であり、諸外国で同様の検診の費用対効果を検討する場

合、各国のこれらの状況を考慮する必要があると考えられた。 
 第 5 章では今後の課題として、日本人小児の QOL 値測定、ワクチン以外にも小児保

健医療政策へ医療経済評価を活用していくこと、家族への波及効果の定量化を挙げた。

今後はこれまで培った臨床医の視点を活かしながら、より大きな経済的、社会的視点を

持って課題の解決に当たっていく所存である。 
 
 

 




